
 

奈福障第 1901 号 

令和３年１２月１日 

 

市内障害福祉サービス等事業者 御中  

 

奈良市福祉部障がい課長  

（公  印  省  略） 

 

同一敷地内での「日中活動系サービス事業所」と 

「共同生活援助（共同生活住居）」の併設について（通知） 

 

平素は本市の障害福祉行政の推進にご理解とご協力をいただき、感謝申し上げます。 

さて、指定共同生活援助に係る共同生活住居の立地条件については、障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関する基準（以下「基準省令」とする。）第２１０条第１

項において、「住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が

確保される地域にあり、かつ、入所により日中及び夜間を通してサービスを提供する

施設又は病院の敷地外にあるようにしなければならない」と定めています。 

このことについて、現在まで本市指定事業所においては、同一敷地内等における「日

中活動系サービス事業所（※）」と「共同生活援助事業所（共同生活住居）」の併設は認

めておりませんでしたが、今後、下記の取扱いとしますので通知します。 

 

※日中活動系サービス事業所 

…療養介護、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、宿泊型自立

訓練、就労移行支援、就労継続支援 A 型、就労継続支援 B 型、就労定着支援、自立

生活援助を提供する事業所（太字で示すサービスは指定障害者支援施設において提

供する場合を含む） 

 

記 

1. 対象事業所 

奈良市が指定する指定障害福祉サービス事業所 

 

2. 適用開始日 

本通知文発出後（令和３年１２月１日）より 

 

3. 今後の取扱について 

以下の条件を満たす場合に限り、同一敷地内（※）での「日中活動系サービス事 

業所」と「共同生活援助事業所（共同生活住居）」の併設を認めることとします。 

※所有関係や分筆の有無に関わらず、一体的に利用可能な一団の土地を同一敷地 

とみなす。(「隣接地」も一体的に利用可能であれば「同一敷地」とみなす。) 

 



 

設
備
・
構
造
上
の
条
件 

・各事業所等が、設備の基準をそれぞれ満たし、基準上必要な設備（洗面、便 

所等）が共用されないこと。 

・同一敷地内の２以上の建物を利用して設置する場合は、各事業所等から外部 

に自由に行き来できること。同一建物である場合には、各事業所等において 

外部と直接出入りが可能な専用の入り口（玄関）を有し、建物内で相互に往 

来できない等、建物構造上、独立性が確保されていること。 

管
理
・
運
営
上
の
条
件 

・各事業所等は、管理、運営においても独立していること。各事業所等におい 

て従業者の勤務体制をそれぞれで確保し、勤務体制や兼務関係については事 

業所等ごとに明確にすること。 

・日中活動系サービス事業所の利用は、利用者本人の意思に基づくものであり、 

利用者及びその家族等に対し、併設事業所の利用を強制せず、周辺の日中活 

動系サービス事業所の配置等について十分説明し、広く選択肢を提示するこ 

と。 

・地域移行の趣旨を踏まえた共同生活援助事業所の運営に努めることとし、家 

族や地域住民、地域社会との交流が促進されるよう事業計画を定め、取組内 

容を記録すること。 

そ
の
他
の
条
件 

・当該各事業所等の従業者にもこの趣旨を周知し、制度趣旨に沿った運営に努 

めること。 

・本市が実地指導等において、各条件の適合状況を確認するための調査を行う 

際に、速やかに書類等の提出等をできるよう、各条件に関する書類等を整備 

すること。 

 

4. 併設を認める際の手続き 

【新規指定時関係】 

○例・各事業所等を同一時期に指定する申請を行う場合 

・既存事業所等の同一敷地内等に新たに事業所等を指定する申請を行う場合 

新規指定申請書類一式に配置図及び別紙申出書を添付して提出してください。 

 【変更届出関係】 

 ○例・既存の事業所等の同一敷地内に既存の事業所等を移す（所在地の変更）場合 

変更届出書類一式に配置図、事業計画書及び別紙申出書を添付して提出して 

ください。なお、当該変更については、事後ではなく必ず事前に相談してく 

ださい。 

 

【本件に関する問合せ先】 

奈良市 福祉部 障がい福祉課 指定係 

〒630-8580 

奈良市二条大路南一丁目 1番 1 号 

TEL:0742-34-4593 

MAIL:jigyoushoshitei-shougai@city.nara.lg.jp 


